
第２章 近未来農業・農村を⾒据えた農業農村整備の⽅向性２ スマート農業の将来像の視点
（２）ICTによる⾼度な⽔管理とその普及拡⼤

⾃動給⽔栓 ⽔⽥センサー

機器価格とランニングコストの低減

無線基地局
機器価格
・機能を限定
・部品数を減⼩
・乾電池で駆動

⇒低価格化

使いやすい⽔管理システムの開発

ランニングコスト
・LPWA※通信の採⽤
・多数の機器と通信可能

⇒低価格化

約7割減

（分）
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○ ICT⽔管理の普及拡⼤を図るため、低価格化と操作の簡易化を⽬的として、⾏政（静岡県）、企業、研究機関、農
業経営体からなるコンソーシアムを設置し、実証研究を実施（H29〜R1年度）。

○ その成果として、価格を従来の約１/2に抑え、⽔管理に要する作業時間は約７割削減する機器を開発・製品化。

⽔管理時間の⽐較

・メンテナンスの⽀障
にならない範囲で最
⼤限コンパクト化

・ネジの位置、⼿を⼊
れるスペースの確保
等、設置やメンテナ
ンスがしやすい形状
へ変更

アプリでの⽔管理操作がより簡単に︕

⾃動給⽔栓の設置やメンテナンスがより簡単に︕

・営農者の意⾒をアプ
リに反映（機能が多
すぎると使いこなせ
ないとの意⾒から機
能を厳選）

経営体Aの⽔管理時間
4,269

1,245

0

2,000

4,000

未使⽤ システム使⽤

（※）Low Power Wide Areaの略
（低消費電⼒広域通信の総称）



3 「みどりの⾷料システム戦略」
推進の視点
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①ポンプの回転数をインバータ
により可変速運転することに
よって流量を調整。

②必要な流量に合わせたポンプ
の運転が可能となり、使⽤電
⼒が削減。

第２章 近未来農業・農村を⾒据えた農業農村整備の⽅向性３ 「みどりの⾷料システム戦略」推進の視点
（１）揚⽔機場の省エネルギー化
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・ポンプの回転数が⼀定のため、
吐出し弁を絞り込むことによっ
て流量を調整。

・このため、流量に関わらず、⼀
定の電⼒を要するとともに、ポ
ンプに負荷がかかり悪影響。

更 新 前 更 新 後

【回転数制御設備（インバータ）の設置】 【⾼効率モーターへの更新】
【⾼効率変圧器への更新】

【インバータによる回転数制御・⾼効率機器の導⼊効果】

導
⼊
前 導

⼊
後

（×10３kWh）

37%減

＜⼭形県酒⽥市 ⼤町溝⼟地改良区の事例＞

○ 農業農村整備の分野では、揚⽔機場の電⼒消費が⼤きいことを踏まえ、ポンプ関連の電気設備を⾼効率で運転可能
なものに更新してくことが重要。

○ 東⽇本⼤震災後以降、⾼⽌まりしている電気料⾦は、農業⽔利施設を管理する⼟地改良区の運営に⼤きな影響を与
えており、こうした省エネルギー化の取組は⼟地改良区の維持管理費の低減にも寄与。

おおまちこう

600

400

200

電
気
使
⽤
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GHG排出量約90ｔ削減

GHG排出量
使⽤電⼒量（kWh）×1kWh発電により発⽣するCO2排出係数︓0.445（kg）
出典︓経済産業省HP

GHG︓Greenhouse Gasの略。
温室効果ガスのこと。
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（１）揚⽔機場の省エネルギー化

農研機構が全国７か所で実証研究を実施。
（茨城県︓４か所、静岡県︓１か所、愛知県︓２か所）

ポンプの使⽤電⼒量の変化（導⼊前後）

システム導⼊後

常時100%

節電効果
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N(%):制御後回転速度/制御前回転速度
システム導⼊前

ポンプ出⼒の⽇毎の推移

省エネ効果（茨城県Ａ地区の事例）

○ 供給側の揚⽔機場における流量制御から、末端の⽔需要をリアルタイムで把握し、ポンプ出⼒をきめ細かく制御す
る需要主導型の流量制御に転換することで更なる省エネルギー化が可能。

○ ICTを活⽤した配⽔管理システムにより、年間60%の使⽤電⼒量削減を実現。

（※）H25〜H29年の5年間の平均を1.0とする。

インバータ

ICTを活⽤した配⽔管理システムのイメージ
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（※）

60%減

ポンプの使⽤電⼒量の変化（導⼊前後）


